
 

公  示 

 

「災害等における応急復旧等の業務に関する協定」について 

 

    標記について、協定締結希望者を募集しますので、参加を希望される者は下記

により申請してください。 

 

 

令和６年６月１２日 
独立行政法人水資源機構 
吉野川下流域建設所長 谷本 修 

 
 

記 
 
１．協定の概要                          

（１）協定名 災害等における応急復旧等の業務に関する協定（以下「本協定」という。） 
 

（２）活動場所 吉野川下流域建設所が管理する区域 
徳島市、鳴門市、阿波市、松茂町、北島町、藍住町、板野町、上板町 

 
（３）協定の内容 独立行政法人水資源機構（以下「機構」という。）が管理する吉野川下 

流域用水施設において、災害等が発生した場合の施設の応急復旧等に 
ついて、相互に協力し速やかに実施するものです。 

         詳しくは別添の協定書（案）を参照願います。 
            協定期間は、令和６年７月６日から令和７年３月３１日までを予定して

います。ただし、協定期間が満了する１ヶ月前までに、双方から終了の意
思表示が無いときは、この協定は更に１年継続するものとし、以後同様と
します。 

 
２．応募資格 

 応募資格は、以下のとおりとします。 
（１）以下の各号に該当しない者であること。 

  ① 契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者 

    ② 機構が発注した工事の請負契約において、本公示の日から過去２年以内に次の 

(A)から(G)までのいずれかに該当する事実があると認められる者 

     (A) 契約の履行に当たり、故意に工事を粗雑にした事実 

    (B) 公正な競争の執行を妨げた者又は公正な価格を害し、若しくは不正の利益を得

       るために連合した事実 

     (C) 落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契約を履行することを妨げた事実 

     (D) 監督又は検査の実施に当たり、役員又は職員の職務の執行を妨げた事実 

     (E) 正当な理由がなくて契約を履行しなかった事実 



 

     (F) 受注者の責めに帰すべき事由により契約解除をした事実 

     (G) (A)から(F)までのいずれかに該当する事実があった後２年を経過しない者を契

       約の履行に当たり、代理人、支配人その他の使用人として使用した事実 

  ③ 機構と締結した請負契約に基づく賠償金、損害金、違約金又はこれらの遅延利息

       を支払っていない者 

  ④ 会社更生法(平成１４年法律第１５４号。以下に同じ。)に基づく会社更生手続き

       の開始若しくは民事再生法(平成11年法律第２２５号。以下同じ。)に基づく再生

       手続開始がなされ一般競争(指名競争)参加資格の再審査に係る認定を受けていな

       い者又は手形交換所による取引停止処分、主要取引先からの取引停止等の事実が

       あり、経営状態が著しく不健全であると認められる者 

  ⑤ 協定参加資格確認申請書若しくは添付書類中の重要な事項について虚偽の記載を

    し、又は重要な事実について記載をしなかった者 

  ⑥ 営業に関し法律上必要とされる資格を有しない者 

 

  （２）機構における令和５・６年度一般競争（指名競争）参加資格業者のうち「土木一式工

事」の認定を受けていること。（会社更生法に基づく更生手続開始の申立てがなされ

ている者又は民事再生法に基づく再生手続開始の申立てがなされている者について

は、手続開始の決定後、一般競争（指名競争）参加資格の再審査に係る認定を受けて

いること。）。 

 

  （３）過去５年間（平成３１年度もしくは令和元年度から令和５年度）において農林水産省

中国四国農政局（国営吉野川下流域農地防災事業に係るものに限る）又は、四国東部

農地防災事務所が発注した工事（契約額２５０万円以上に限る）の施工実績を有する

こと。なお、実績については①から③に示す条件等によるものとする。    

     ① 施行実績は、可能な限り一般財団法人日本建設情報総合センター（ＪＡＣＩＣ）

       の工事実績情報サービス（以下、「ＣＯＲＩＮＳ」という。）に登録されている

       工事から選定すること。 

② 単体として確認申請書等を提出する場合に、共同企業体の構成員としての施工実

   績とするときは、出資比率２０％以上の場合に限ること。 

     ③ 農林水産省中国四国農政局（国営吉野川下流域農地防災事業に係るものに限る）

又は、四国東部農地防災事務所から企業に対して通知された工事成績評定表の評

定点が６５点以上であること。なお、６５点未満の場合は施行実績として認めな

い。 

 

 

 



 

  （４）本協定による応急復旧等の業務を統括的に管理する者として、以下のいずれかの基 

     準を満たす技術者を保有していること。 

  ① 「建設業法(昭和24年法律第１００号)」による技術検定のうち検定種目を建設機

       械施工又は１級若しくは２級の土木施工管理(種別を「土木」とするものに限 

       る。)とするものに合格した者。 

  ② 「技術士法(昭和５８年法律第２５号)」による第２次試験のうち技術部門を【建

       設部門】、【農業部門】(選択科目を「農業農村工学（旧 農業土木）」とする

       ものに限る。)、【森林部門】(選択科目を「森林土木」とするものに限る。）、

      【水産部門】 (選択科目「水産土木」とするものに限る。)又は【総合技術監理部

       門】(選択科目を「建設部門」に係るもの、「農業農村工学（旧 農業土木）」、

      「森林土木」又は「水産土木」とするものに限る。)とするものに合格した者 

     ③ この建設工事に関し、学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）による高等学

校（旧中等学校令（昭和十八年勅令第三十六号）による実業高校を含む。以下同

じ。）若しくは中等教育学校を卒業した後５年以上又は同法による大学（旧大学

令（大正七年勅令第三百八十八号）による大学を含む。以下同じ。）若しくは高

等専門学校（旧専門学校令（明治三十六年勅令第六十一号）による専門学校を含

む。以下同じ。）を卒業した後３年以上の実務の経験を有する者 

 

  （５）協定参加資格確認申請書の提出期限の日までの期間に、機構から工事請負契約に係 

     る指名停止等の措置要領に基づき、指名停止を受けていないこと。 

 

  （６）建設業法に基づく本店の所在が以下の各号を満たすこと。 

徳島市、鳴門市、阿波市、松茂町、北島町、藍住町、板野町、上板町に所在するこ

と。 

 

  （７）警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者又はこれに準ずるものと

して、機構発注工事等からの排除要請があり、当該状態が継続している者でないこ

と。 

 

３．担当窓口 

〒７７１－１３４７ 徳島県板野郡上板町高瀬字宮ノ本２５０－２２ 

 独立行政法人水資源機構 吉野川下流域建設所  

    担当者 工務課 落部、松藤 

    電話 ０８８－６２４－７７３３ 

    FAX  ０８８－６２４－７７４３ 

 



 

４．申請書類 

  （１）申請書の作成 

     協定の締結を希望される者は、次の書類を作成し、提出して下さい。 

  ① 協定参加資格確認申請書      （別記様式１） 

  ② 過去の施工実績を記載した書面（別記様式２） 

  ③ 技術者の資格等を記載した書面（別記様式３） 

  ④ 提供可能な建設資機材等表    （別記様式４） 

 

  （２）申請書の提出 

     申請書については、以下のとおり提出して下さい。  

  ① 提出方法：申請書の提出は、持参又は郵送とします。 

  ② 受付期間：令和６年６月１２日（水）から令和６年６月２８日（金）までの休日

        (土日祝)を除く毎日、９時３０分から１７時００分（１２時００分から１３時００ 

    分は除く）までとする。 

  ③ 提出先：３．に同じ。 

 

  （３）その他 

  ① 提出された申請書は、本協定の応募資格確認以外に無断で使用しません。 

  ② 提出された申請書は返却しません。 

 

５．協定締結者の決定方法 

  ２．に掲げる応募資格を満たしていることが確認出来た場合に協定の締結を行います。 

 

 

６．協定締結者等への通知 

  （１）協定締結者として選定した者に対しては、令和６年７月５日までに書面で通知しま

す。 

 

  （２）申請書を提出した者のうち、協定締結者として選定しなかった者に対しては、選定し

なかった旨とその理由（非選定理由）について令和７年７月５日までに書面で通知し

ます。 

 

７．その他 

  （１）本協定は、機構が実施する総合評価落札方式に係る評価項目のうち「地域への貢献 

   （災害協定等）」の評価の対象となります。  



 

協定参加資格確認申請書提出時のチェックリスト 

 

 協定参加資格確認申請書提出時には、本チェックリストにより提出書類が添付されてい 

ることを確認下さい。 

 

 □ 協定参加資格確認申請書（別記様式１） →必須提出 

 

 

会社の施工実績関係 

 

 □ 過去の施工実績（別記様式２） →必須提出 

 

 □ 施工実績を確認できる書面（契約書等の写し） 

   →CORINS に登録されていない場合及びCORINS で確認できない場合等は必須提出 

 

 

技術者の資格・経験 

 

 □ 技術者の資格（別記様式３） →必須提出 

 

 □ 直接的かつ恒常的（３箇月以上）な雇用関係が確認できる資料 

   →（健康保険被保険者証、監理技術者証等） →必須提出 

 

 □ 技術者の資格を証明する書面の写し→必須提出 

 

 

参考資料 

 

 □ 『災害時における応急復旧等の業務に関する提供可能な建設資機材等調書』（別記様式４） 

 →必須提出 

 □ その他詳細な地図等参考資料→必要に応じ提出 

 

 

 これらの添付資料が未提出の場合、施工実績、資格、工事経験等が無効（参加資格無し）となりますの

で、ご注意下さい。 



(別記様式１) 

                                                                      

                                                                       （用紙Ａ４） 

 

 

協 定 参 加 資 格 確 認 申 請 書 

 

 

                                令和○○年○○月○○日 

 

  独立行政法人水資源機構 

 

   吉野川下流域建設所長  谷本 修 殿 

 

                      住     所 

 

                      商号又は名称 

 

                      代 表 者氏名 

 

 

 

    令和６年６月１２日付けで公示のありました「災害等における応急復旧等の業務に関する 

 

  協定」について、下記の資料を添えて申請します。 

 

    なお、問い合わせ先は下記のとおりです。 

 

記 

 

 1   過去の施工実績を記載した書面 ・・・・・・・別記様式２ 

 

  2   技術者の資格等を記載した書面 ・・・・・・・別記様式３ 

 

  3   提供可能な建設資機材等を記載した書面 ・・・別記様式４ 

 

 

  問い合わせ先 

 

     担 当 者 ： 

 

     部    署 ：  ○○本店   ○○部   ○○課 

 

     電話番号 ：  (代) ○○○－○○○－○○○○    （内線 ○○○） 

                 

               ＦＡＸ  ○○○－○○○－○○○○ 



（別記様式２） 

                                                                       （用紙Ａ４） 

過 去 の 施 工 実 績 

                                             会社名： 

 

工 

事 

 名 

 称 

 等 

 

  工    事    名 
 

  発 注 機 関 名  

  受  注  者  名  

  施  工  場  所 （都道府県名・市町村名） 

  最 終 請負金額  

  工   期（和暦）     年    月   ～       年    月 

  受 注  形  態 単体／ＪＶ（出資比率） 

工 

 事 

 内 

 容 

  構造形式、 

  規模・寸法、 

  使用機材・数量、 

  施工方法、等 

 

 

 

 

  CORINS への登録の有無 有り（登録番号を明記）又は無し 

① 施工実績施工実績は可能な限り CORINS に登録されている工事から選定すること。 
② 施工実績が、CORINS に登録されている工事については、工事実績カルテ（契約データ、技術データ）の写し、工事の

内容が確認できる書類の写しを添付すること。 
③ 施工実績が、CORINSに登録されていない工事については、発注者の証明を受けた施工証明書又は検査に合格したこと

を証明する書類（完成認定書等の写し）、契約書の写し（工事名、工期、発注機関名、契約書の両当事者の記名押印

がさ れている部分）、工事内容が確認できる書類（特記仕様書、図面等）の写しを添付すること。 
④ 施工実績がない場合は、「実績なし」と記載して提出すること。 
  

コメント欄 

（委任者に対して特に伝えたい事がありましたら本欄に記載願います。） 

 

 

 

 

 



（別記様式３） 

 

技 術 者 の 資 格 

［記入例］                                          会社名： 

         （フリガナ） 

  技術者の氏名 

         ○○    ○○    ○○    ○○ 

  技術者 ○    ○    ○    ○ 

  生年月日（和暦）     ○○年○○月○○日 

  法令等による資格・免許   一級土木施工管理技士（取得年及び登録番号） 

 

 

貴社に在籍 

 

する技術 

 

者数 

 

 

一級土木施工管理技士又

は、一級建設機械施工管

理技士 

 

○○人 

二級土木施工管理技士又

は、二級建設機械施工管

理技士 

 

  ○○人 

技術士 

 

 

  ○○人 

 その他 

 

 

  ○○人 

 

  ・貴社に在籍する技術者は実人数で記入願います。なお、「その他」とは、２．（４）③に示す資格のことです。 

 

コメント欄 

 （委任者に対して特に伝えたい事がありましたら本欄に記載願います。） 

 

 

 

 



                         

                                                                                                    別記様式４ 

 

１．災害時における応急復旧等の業務に関する提供可能な建設資機材等調書 

  業 者 名 

 

  本店・支店・営業所 

・資機材置場等 所在地 

電話番号 

ＦＡＸ番号 

              緊急時連絡先  

    備  考 

 

他機関との 

協定の有無 

 

氏名 

 

電話（携帯）番号 

 

メールアドレス（パソコﾝ

） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(本店) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(TEL) 

 

(FAX) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 

 

 

 

 

② 

 

 

 

 

③ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①は、別記様式

３に掲げる予定

技術者とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※緊急時連絡先については、緊急時の連絡先として３名記入するものとし、連絡する際の優先順位として①～③を記入して下さい。  

 ※この調書に記載する内容は、公示時点のものとします。



                         

２．災害時における応急復旧等の業務に関する提供可能な建設資機材等調書  

 １．資材名 ２．数量   １．資材名  ２．数量 

①   ⑦   

②   ⑧   

③   ⑨   

④   ⑩   

⑤   ⑪   

⑥   ⑫   

 

資材例一覧表  

資材名 資材名 資材名 

鉄矢板 ２型 覆工板（鋼製）  土木シート 吸出止 

鉄矢板 ３型 切込み砕石 Ｃ－４０ 土木シート 遮水用 

鉄矢板 軽量 砂 土嚢袋 

Ｈ型鋼（杭用） ３００型 真砂土 バリケード  

Ｈ型鋼（杭用） ３５０型 生コンクリート  ガードレール Ｂ－４Ｅ 

Ｈ型鋼（杭用） ４００型 生アスファルト  ガードレール Ｂ－２Ｅ 

Ｈ型鋼（山留材）３００型  ヒューム管 φ６００～φ１０００  蛇かご 

Ｈ型鋼（山留材）３５０型  杭丸太  松  

Ｈ型鋼（山留材）４００型  鋼管パイプ φ５０  

 ※上記資材は記入例を示したものです。  

  ※この調書に記載する内容は、公示時点のものとします。  

 



                         

  ３．災害時における応急復旧等の業務に関する提供可能な建設資機材等調書  

   １．機械名     ２．数量  

 

 

 

 

 

        １．機械名      ２．数量    

①   ⑦   

②   ⑧   

③   ⑨   

④   ⑩   

  ⑤     ⑪   

⑥ 
 

   ⑫   

  機械例一覧表 

機械名 機械名 機械名              機械名 

ブルド－ザ ３～１１ｔ トラック クレーン付（２～４ｔ） モーターグレーダー ２.２～３.１ｍ 発動発電機ディーゼル(150～300KVA) 

ブルド－ザ １５～２１ｔ トレーラ セミ（１５ｔ） モーターグレーダー ３.７～４.０ 電源照明車 １０ＫＶＡ未満 

バックホウ クローラ（０.２㎥） 
トレーラ セミ（２０ｔ） 振動ローラハンドガイド（０.５～１.１ｔ 電源照明車 １０～３０ＫＶＡ 

バックホウ クローラ（０.３５㎥） 
トレーラ セミ（２５ｔ） ダンパ ５０～１００ｋｇ 照明装置 １０ＫＶＡ未満 

バックホウ クローラ（０.４～０.６㎥） 
トレーラ セミ（２８ｔ） リフト車 １２～１３ｍ 照明装置 １０～３０ＫＶＡ 

バックホウ クローラ（０.２～０.３５㎥） 
トレーラ セミ（３２ｔ） 散水車 ４０００㍑以下  

トラクラーショベルクローラ（０.４～１.３㎥） 
トレーラ ポール 散水車 ５３００～１００００㍑  

トラクラーショベル クローラ（１.４～１.９㎥） 
トラッククレーン 油圧（１０～１６ｔ吊 空気圧縮機１.４～１０.０㎥/分未満  

 
トラクラーショベル クローラ（０.６～０.８㎥） 

 
トラッククレーン 油圧（２０～３０ｔ吊） 

 
空気圧縮機１０.０～２５.５㎥/分未満 

 

トラクラーショベル クローラ（１.０～１.７㎥） 
トラッククレーン 油圧（３５～４５ｔ吊） 水中ポンプ φ１００×１０～３０ｍ  

トラクラーショベル クローラ（２.１～３.５㎥） 
ホイールクレーン 油圧（１６～２５ｔ吊） 水中ポンプ φ１５０×１０～３０ｍ  

ダンプトラック ディーゼル（２～４ｔ） 
バイブロハンマ 電動式（１５～３０ｋｗ） 水中ポンプ φ２００×１０～３０ｍ  

ダンプトラック ディーゼル（６～１１ｔ） 
バイブロハンマ 電動式（４０～６０ｋｗ） 電気溶接機 ディーゼル２００～５００Ａ  

トラック １.５～４.５ｔ ハンドハンマ １５～２０ｋｇ 発動発電機 ディーゼル（２０～４０ＫＶＡ）  

トラック ６.０～１１.０ｔ 大型ブレーカ ６００～１３００ｋｇ 発動発電機ディーゼル(60～125ＫＶＡ)  

 ※上記機械は記入例を示したものです。  

 ※この調書に記載する内容は、公示時点のものとします。  

 



                         

    ４．災害時における応急復旧等の業務に関する提供可能な建設資機材等調書  

                                                                                                                                                        

 １．職種名 ２．保有人数   

 

 

 

 

１．職種名  ２．保有人数    

  

  

昼間 夜間 昼間 夜間 

①      ⑥    

②      ⑦    

③      ⑧    

④      ⑨    

⑤      ⑩    

                                                                                                                                                        

職種例一覧表  

職種名  

職種名 

 

職種名 

    特殊作業員   鉄筋工                                              大工 

    普通作業員   溶接工                                           

    軽作業員   運転手（特殊）                          

    法面工  運転手（一般）                           

    とび工  さく岩工                                   

    石工棟   棟梁世話役                                         

    ブロック工   土木一般世話役                                     

    電工   型枠工                                           

※上記職種は記入例を示したもので、上記以外の職種がある場合も記入して下さい。 

※この調書に記載する内容は、公示時点のものとします


